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多国籍企業による国際アウトソーシング行動と貿易構造の変化

The Impacts of Outsourcing Behavior by Multi-national Firms upon Global Production-Trade

Structure

許大明 ∗・松島格也 ∗∗・小林潔司 ∗∗∗

Daming XU∗, Kakuya MATSUSHIMA∗∗ and Kiyoshi KOBAYASHI∗∗∗

In this paper, a two countries model is formulated to investigate the global production-trade pat-
ters including outsourcing behavior emerged by the location behaviors of multi-national enterprises.
Two countries are characterized by heterogeneous labor productivities. The multi-national enter-
prises, heterogeneous in productivities, are supposed to provide the differentiated commodities
in the monopolistically competitive global market. They determine production locations in the
global economy. The comparative static analysis is carried out to investigate the impacts of global
infrastructure arrangement, associated with the decrease of transportation costs, upon the optimal
production-trade patterns in the economy.
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1. はじめに
多国籍企業による生産・流通・貿易のネットワークが形
成され，世界中において生産過程の国際分業化が展開して
いる1)．特に多国籍企業の直接投資とアウトソーシングお
よびフラグメーテーションなどを通じて，国際貿易が拡大
され，国際的な生産工程分業および世界市場へ向けた流
通・販売が促進されている．東アジア地域では，電気・電
子産業，輸送機器産業をはじめとして，産業レベルおよび
業種レベルにおける産業集積が形成されつつある2),3)．多
国籍企業が最終財を生産するために，資本集約型の中間財
および労働集約型の中間財・最終財のアセンブリ過程をモ
ジュール化し，さまざまな地域における最も効率的かつ最
も低コストで生産できる外部の生産企業にアウトソーシン
グする．あるいは，資本市場の流動性に支えられ，多国籍
企業が国際的な視野で生産拠点の配置戦略を決定する．こ
のような多国籍企業の生産・立地戦略を通じて，最終財お
よび中間財の国際生産拠点ネットワークが形成されるなど
地域経済統合が進展している．
多国籍企業の生産組織と生産拠点配置に関して膨大な研
究の蓄積が存在する．Grossman and Helpman4)は，多
国籍企業が生産活動を世界的に展開する中で，中間財の最
適なアウトソーシング行動を説明する多国籍企業モデルを
提案した．また，Grossman and Helpman1)は，多国籍
企業のアウトソーシング行動を内包化した一般均衡モデル
を提案し，多国籍企業による産業内貿易を分析するための
理論的枠組みを提案した．労働性の異質性を前提とした貿
易理論に関しては，Dornbusch，Fischer，Samuelson等
が先鞭をつけた5)．これら一連のモデルは，連続的リカー
ドモデル (以下，DFSモデルと呼ぶ) と呼ばれる．DFS

モデルは，企業が収穫一定の技術を有し，かつ労働生産性
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が連続的に分布するような状況を想定し，2国における生
産分業パターンが内生的に決定される点に特徴がある．さ
らに，Matsuyama6)は DFSモデルを展開し，生産性の
異なる企業が連続的に分布し，無数の生産要素の価格が内
生的に決定されるようなモデルを提案した．近年では，新
貿易理論の枠組みを拡張して，「新新貿易理論」が提唱され
7)，企業レベルの産業内における異質的な労働生産性に着
目する研究が進んでいる．たとえば，代表的なMelitz8)モ
デルでは，1) 生産性の高い企業が海外市場に財を輸出する
(海外輸出) ，2) 生産性が比較的に高い企業は国内市場の
みに財を提供する (国内生産) ，3) 生産性の低い企業は市
場から退出することを明らかにしている．しかし，Melitz

モデルは，分析を簡単にするために，1) 各国の賃金率が同
一である，2) 両国において均質財が同一価格で生産され，
貿易収支条件を満足するように均質財が輸出される，3) 企
業ごとの異質生産性を強調するあまり，企業がいずれの国
に生産拠点を置いても労働生産性が同一になるという仮定
を置いている．これらの仮定は，例えば EU地域における
産業内貿易を説明するためには，一定の妥当性を見出すこ
とが可能である．しかし，労働生産性に大幅な差異が存在
する国や地域で構成される東アジア地域における国際分業
パターンや貿易構造を分析する上では，各国の労働生産性
が同一であるという仮定は成立しない．現在，各国の労働
生産性に非常に大きな格差が存在する東アジア地域におい
ては，展開されている国際的社会資本の整備が，多国籍企
業の海外直接投資行動やその結果生じる貿易構造の再編に
及ぼす影響を分析するためには，多国籍企業によるグロー
バルな生産拠点行動を考慮に入れたような一般均衡モデル
を構築することが望ましい．許ら9)は多国籍企業による生
産拠点形成を通じた国際分業・国際貿易パターンを分析す
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図－ 1　 2国経済システムの構成

るための経営資本流動モデルを構築しているが，そこでは
組み立て (assembly)に関するアウトソーシング行動が考
慮されていない．
以上の問題意識の下で，本研究では労働生産性が異なる
多様な多国籍企業が，利潤最大化行動を通じてグローバル
な視点から中間財を組み合わせて最終財を生産する加工過
程のアウトソーシング先を決定するような経営資本流動
(FE) モデルを考える．そのために，国際的独占競争市場
において，多国籍企業が労働生産性による比較優位性に基
づいて国際的な生産拠点の形成や貿易構造の決定を行うよ
うな連続リカード経済を対象とした一般均衡モデルを提案
する．その上で，輸送費用の減少が国際分業・貿易パター
ンに及ぼす影響を分析する．以下，2. でモデルを定式化
し，3.で比較静学分析を実施する．

2. モデル
(1) 前提条件
大国開放経済体としてのN 国と S国の 2国で構成され
る世界経済を考える．図－ 1に示すように，農業部門と工
業部門が存在する．農業部門は完全競争市場であり，農業
財が均質財である．1単位の労働力のみを投入して 1単位
の均質財を生産する．均質財の輸送費用は，以下の分析に
おいて本質的な影響を及ぼさないために考慮しない．S国
の賃金率は，N 国より十分に低く，世界で消費される均質
財がすべて S国で生産されると仮定する．本研究では，S

国と N 国の生産性が大きく異なる状況を想定しており，
その条件の下では上記のような両国の賃金率に十分大きな
差があるとするする仮定は成立しうる．一方，工業部門で
は労働力を投入して，差別化された工業財を生産する．差
別化された最終工業財は，国際的な独占競争市場において
取引される．2国の家計は同一の効用関数を有しており，
世界経済において生産されたすべての均質財と最終工業財
を消費することができる．
世界経済では，最終財を提供する差別財企業，S国に立
地して資源集約的な中間財 iM を生産する中間財企業，及
び両国におけるアセンブリ機能を提供するアセンブリ企業
という 3種類の企業が存在する．各差別財企業は唯 1つ
の差別化された最終財を生産し，グローバルな独占的
競争市場において販売する．その代表的な差別財企業
i, (i ∈ [0, n])は，差別財 i (i ∈ [0, n])を生産する．nは
独占市場における差別財企業の数である．最終財を提供す
る多国籍企業はN 国に立地して，N 国の労働力を雇用し

知識集約的な中間財 iH を自己生産する．一方，資源集約
的な中間財 iM を S国に立地するアウトソーシング先の中
間財企業に生産委託する．さらに，N 国と S 国のいずれ
かまたは両方に立地するアセンブリ企業に組み立てをアウ
トソースすることにより差別財を生産する．
2国の家計数を与件と考え，N 国と S 国の総家計数を

Lj (j = N,S)とする．両国に居住する家計は Dixit型効
用関数を有し，労働力投入により獲得する賃金収入を所得と
する．国際的労働移動は不可能であり，各国の労働賃金率
は労働者が完全雇用される水準に決定される．賃金率は異
質であり，j国の労働者の賃金率を ωj とすると ωN > ωS

が成立する．両国間における差別財の輸送費用は氷塊型で
あり，t (> 1)単位の財を輸送すると，1単位到着する．
(2) 家計行動
N,S 両国の代表的な家計の効用関数は，以下に示す

Dixit型効用関数で示される．

maxU j = zj
(1−α)

[∫ n

0

yj(i)ρdi

]α
ρ

(1a)

s.t. pzz
j +

∫ n

0

pjiy
j
i di = ωj (j = N,S) (1b)

ただし，0 < ρ, α < 1である．上式では,zj は j国の代表
的な家計の均質財の消費量，yji ,j 国の家計の差別財の第 i

財の消費量，pz は均質財 zの価格，pji は差財の第 i財の
消費価格，nは市場に消費可能の差別財の種類数である．ρ

は消費多様性を表す選好指数である．また，その水平差別
化された財の代替弾力性 σは σ = 1

1−ρ である．
2 国におけるその均質財 z の総消費量は Z =

(1 − α)(EN + ES/qz)と表される．EN , ES は N 国と
S 国の総所得であり，Ej = ωjLj (j = N,S)で表す．
qz (j = N,S)は S 国の均質財の生産価格である．
1単位の均質財を生産するために，S国の 1単位の労働
者を投入するという仮定と，2国における均質財の輸送費
用が無視できるという仮定より，世界市場に提供される均
質財の生産価格は ωS となる．そして，世界市場における
均質財の消費量を満たすために，S国の均質財の生産企業
の労働投入量WZ は以下のように示される．

WZ = (1− α)(EN + ES)/ωS (2)

さらに，各国で差別財 iの総消費量は
yji = αEj(pji )

−σ(P j)σ−1 (j = N,S) (3)

と表される．上式の各国の差別財の価格指数 P j は下式で
表される．

P j =

[∫ n

0

pji
1−σ

di

] 1
1−σ

(j = N,S) (4)

(3) 差別財企業行動
差別財企業が国際的独占競争市場に参入するとき，最終
財を生産するために，N 国に立地して，知識集約的な中間
財 iH を生産することが必要となる．差別財企業はN 国の
労働力 1人を雇用すると仮定する．すなわち，回収不可能
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図－ 2　 2国における労働生産性分布

の知識資本の中間財 iH の生産費用 ωN を払って，S国に
おける中間財 iM および 2国におけるアセンブリに関する
生産知識資本の情報を獲得する．そして，多国籍企業はそ
の生産知識情報をアウトソーシング先の中間財企業と 2国
におけるアセンブリ企業に提供して，差別財を完成させる．
企業 i ∈ [0,M ]が S，N 国に立地するアセンブリ企業に
アウトソーシングする場合に顕在化する労働生産性の逆数
(単位生産量当たりの労働投入量) を μj

A(i)と表す．これ
らの企業の労働生産性は，自然によって決定されており，
区間 [0,M ]においてインデックス iに関して連続に分布
している．さらに，労働生産性 μS

A(i), μ
N
A (i)は，任意の

i ∈ [0.M ]に対して，条件

μN
A (i) < μS

A(i) (5a)

dμj
A(i)

di
> 0 (j = N,S) (5b)

d{μN
A (i)/μS

A(i)}
di

< 0 (5c)

を満足すると仮定する．労働生産性 μS
A(i), μ

N
A (i)の分布

は 図－ 2のように表現される．
S国に立地するアウトソーシング先の中間財 iM の労働
生産性 μS

M (i)と 2国におけるアセンブリ企業の労働生産
性 μS

A(i)，μ
N
A (i)は既知である．分析の簡単化のために，S

国の中間財の労働生産性 μS
M (i)と S 国に立地するアセン

ブリ企業の労働生産性 μS
A(i)を同じ生産性係数 μS

A(i)で
表すと仮定する．また，S 国の生産性係数 μS

A(i)とN 国
のアセンブリ労働生産性係数 μN

A (i)はそれぞれ，分布密度
関数G(μS

A), G(μN
A )にしたがってランダムで決定される．

まず，差別財企業が 2つの国のいずれか一方にアセンブ
リをアウトソーシングした場合を考える．j (j = N,S)国
にアセンブリ生産をアウトソーシングした場合，企業 iの
営業収益は

Πj(i) = pj(i){yj(i) + tyj′(i)}　　 (6)

と表される．pj(i)は最終財 iの生産均衡価格，yj(i)は j

国の i財の総消費量，yj′(i)は相手国の i財の総消費量で
ある．j 国に立地生産した企業の最適な均衡生産価格は

p∗j (i) = c(i)/ρ (7)

と表される ．上式では，c(i)が差別財の単位限界費用で
ある．すなわち，最適生産価格は財の輸送費用，固定費用
に依存せず，差別財の限界費用に依存し，マークアップ率
1/ρを乗じた値となる．そして，国内の差別財市場では，
pij = p∗j (i)が成立する．一方，輸入される差別財は，国際

図－ 3　アウトソーシングの可能パターン

輸送費用が存在するため，輸入国 j′における消費価格と生
産国 jにおける最適生産価格の間に pij′ = tp∗j (i)が成立す
る．式 (7)を用いれば，j 国に生産拠点を設置した企業 i

が獲得する最大営業利潤 Π∗
j (i)は

Π∗
j (i) = p∗j (i)

1−σ αEj

σ{Pj(n)}1−σ

+ t1−σp∗j (i)
1−σ αEj′

σ{Pj′(n)}1−σ
　 (8)

と表わせる．ただし，1− σ = −ρ/(1− ρ) < 0である．
したがって，企業の利潤は最適消費価格に関して減少関数
であり，最適消費価格が減少するほど，消費額が増加し企
業の利潤は増加する．
差別財企業は 2国の消費需要に満たすために，アセンブ
リ先のアウトソーシング企業を選択し，差別財を生産する．
そのアセンブリ調達可能パターンおよび最終財の販売パ
ターンは 図－ 3のように表される．アセンブリ先により，
企業 iには 3つのアウトソーシング調達パターンが存在す
る．すなわち，アセンブリ過程を (1)S国に立地する企業，
もしくは，(2)N 国に立地する企業にそれぞれアウトソー
シングするか，または (3)両方にアウトソーシングするか
という 3とおりである．多国籍企業がアウトソーシング先
のパターンを変化させると，両国間で発生する貿易量が変
化することになる．異質財の生産性と賃金率による企業レ
ベルの異質性に関する分析を容易にするために，S国の賃
金率をニューメレール化して 1と仮定する．そして，N

国の相対賃金率を wN (wN > 1)で表す．
もし，すべて S 国に立地するアセンブリ企業にアウト
ソーシングする場合には，次の条件式

tpSA(i) < pNA (i)　 (9)

が成立する．pjA(i) (j = N,S)は j国における均衡生産価格で
ある．pSA(i) = μS

A(i) ∗μS
A(i), p

N
A (i) = tμS

A(i) ∗μN
A (i)wN

を上式に代入すれば，tμS
A(i)∗ tμS

A(i) < tμS
A(i)∗μN

A (i)wN

が整理できる．すなわち，μS
A

μN
A

< wN

t という条件が成立する．
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同様に，すべてN 国に立地するアセンブリ企業にアウ
トソーシングする場合では，次の条件式

tpNA (i) < pSA(i)　 (10)

が成立する．pSA(i) = μS
A(i) ∗ μS

A(i), p
N
A (i) = tμS

A(i) ∗
μN
A (i)wNを代入すれば，t2μS

A(i)∗μN
A (i)wN < μS

A(i)∗μA
A(i)

となる．すなわち，μS
A(i)

μN
A
(i)

> t2wN という条件が成立する．

最後に，もし両国に立地するアセンブリ企業にアウト
ソーシングすれば，

tpSA(i)＞ pNA (i)　かつ　 tpNA (i)＞ pSA(i) (11)

という条件式が成立しなければならない．整理すれば，
wN

t ＜
μS
A(i)

μN
A
(i)
＜ t2wN という条件が成立する．

以上の分析により，差別財企業はアセンブリのアウト
ソーシング調達パターンを 2国の労働生産性および輸送費
用と 2国の相対賃金により決定することがわかる．ここで，
条件 (5c)より，2国における中間財 iM の単位生産量当た
りの労働投入量比がインデックス iに関する単調増加関数
A(i) = μS

A(i)/μ
N
A (i)で表現され，かつ任意の 2つの企業

の労働生産比が同じとなる確率がゼロであると仮定しよう．
このとき，式 (7)より，差別財企業 i (i ∈ [0, n])に対し
て，アセンブリのアウトソーシング先に関する最適戦略は⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

S 国のアセンブリ企業にアウトソーシングする
　　 i ∈ [0,mS ]

両国のアセンブリ企業にアウトソーシングする
　　 i ∈ (mS ,mN )

N 国のアセンブリ企業にアウトソーシングする
　　 i ∈ [mN , n]

(12)

と表わされる．ここに，mS ,mN は，配置戦略がシフトす
るような臨界的な企業のインデックスを表し，wS = 1で
あることより，

A(mS) =
μS
M (mS)

μN
M (mS)

=
wN

t
(13a)

A(mN ) =
μS
M (mN )

μN
M (mN )

= t2wN (13b)

を満足するようなmS , mN として定義できる．すなわち，
アセンブリ生産のアウトソーシング先に関する最適戦略は，
労働生産性 μj(i) (j = S,N)の絶対値に依存するのでは
なく，DFSモデル5)と同様に両国間における労働生産性の
比較優位性 A(i) = μS

A(i)/μ
N
A (i)に依存して決定されるこ

とになる．
N 国における知識資本の労働雇用およびアセンブリ企業
の労働雇用に関する労働市場の均衡式は

LN = M +

∫ n

mN

tμS
A(i)μ

N
A (i)

{
tyS(i) + yN (i)

}
di

+

∫ mN

mS

tμS
A(i)μ

N
A (i)yN (i)di

= M +
αρσ(wN )−σEN

{PN (n)}1−σ

∫ n

mS

{tμS
A(i)μ

N
A (i)}1−σdi

+
αρσ(wN t)−σES

{PS(n)}1−σ

∫ n

mN

{tμS
A(i)μ

N
A (i)}1−σdi　(14)

と表わせる．一方，市場に存在する臨界的企業数 n∗ は

π∗
N (n∗) =

{
tμS

A(n)μ
N
A (n)wN

ρ

}1−σ [
αEN

σ{PN (n∗)}1−σ

+t1−σ αES

σ{PS(n∗)}1−σ

]
−M = 0　 (15)

を満足するような水準 n∗ に決定される．
以上の結果を，以下のような命題として整理する．

命題 1　差別財企業 i ∈ [0,mS ]は　 S国における比較的
優位なアセンブリ労働生産性を持つローカル企業にアウト
ソーシングし，差別財企業 i ∈ [mN , n]はN 国における
比較的優位なアセンブリ労働生産性を持つローカル企業に
アウトソーシングし，中間的な企業 i ∈ (mS ,mN )は，両
国におけるアセンブリ企業にアウトソーシングする．

この命題より，東アジア経済圏における産業の工程分業
(例えば，電気・電子産業，輸送機械産業などの産業)の進
展と差別財企業のアウトソーシングメカニズムを理解でき
る．すなわち，東アジア地域における各国の間で労働生産
性が大きく異なる場合，いずれかの国に中間財の生産機能
が集中するようなアウトソーシング産業集積と国際分業パ
ターンが現れやすい．
(4) 差別財企業の自由参入条件

各差別財企業はN 国の労働力を雇用し，知識集約的な
中間財 iH を生産したあとで，S 国の中間財 iM の労働生
産性および両国のアセンブリ労働生産性に関する情報を獲
得する．利潤最大化行動の結果，正の利潤を獲得できない
企業は市場に参入できず，wN を損失計上し清算される．
ここで，市場参入に成功したすべての差別財企業が支払
う集計的超過利潤 Πは，式 (8)より，

Π =

∫ mS

0

π∗
S(i)di+

∫ mN

mS

π∗
F (i)di+

∫ n

mN

π∗
N (i)di− nwN

=
α(EN + ES)

σ
− nwN (16)

と表わせる．ここで，市場参入に成功した差別財企業が儲か
る超過利潤が，市場化に失敗した企業のwN の総損失額を補
なうため，α(EN+ES)

σ − nwN = wN (M − n)が成立する．
すなわち，すべての差別財企業は市場に自由参入できる．

3. 比較静学分析

(1) 輸送費用の影響

港湾や空港等の整備は，2国における中間財の輸送費用
を低減し，結果的に多国籍企業により国際アウトソーシン
グ配置拠点の選択，およ貿易パターンに影響を及ぼすこと
になる．国際的社会資本の整備 (輸送費用の減少) が，多
国籍企業の生産拠点形成に及ぼす影響に関して比較静学分
析を試みる．多国籍企業の生産拠点配置パターンは，2つ
の臨界パラメータmS , mN により決定される．
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まず，式 (13a),(13b)をmS ,mN に関して明示的に解
く．陰関数の定理より

mS(w
N , t) = A−1

(
wN

t

)
(17a)

mN (wN , t) = A−1
(
t2wN

)
(17b)

と表される．さらに，式 (17a),(17b)の両辺を全微分し，
条件 (5c)を考慮すれば，

∂mS(w
N , t)

∂wN
=

1

A′(mS)t
> 0 (18a)

∂mN (wN , t)

∂wN
=

t2

A′(mN )
> 0 (18b)

∂mS(w
N , t)

∂t
= − wN

A′(mS)t2
< 0 (18c)

∂mN (wN , t)

∂t
=

2twN

A′(mN )
> 0 (18d)

が成立する．ただし，A′(i) = dA(i)/di > 0である．す
なわち，他のことを一定にしてN 国の名目賃金率が増加
すればmS ,mN が増加し，多国籍企業が S 国のアセンブ
リ企業にアウトソーシングする傾向が増加する．一方，輸
送費用が減少すれば，2国双方においてアセンブリをアウ
トソーシングする多国籍企業の数は減少する．すなわち，
双方の国においてアセンブリ機能を分散配置していた多国
籍企業の一部が，S国，N 国のいずれか一方の国にアセン
ブリ機能を集約する．その結果，両国の中間財企業に対し
てアウトソーシングしていた差別財企業数が減少し，2国
におけるアセンブリ機能の特化が進展し，両国間における
産業内貿易が増加する．さらに，輸送費用がゼロになった
極端なケースを考える．本ケースでは，すべての多国籍企
業が，いずれか一方の国のアセンブリ企業にアウトソーシ
ングすることにより，アセンブリ機能の完全特化が実現す
る．言い換えれば，それぞれの国において，自国で消費さ
れる最終財をアセンブリする分散生産パターンは消滅する．
すなわち，労働生産性に関する比較優位性によりアセンブ
リ生産が完全特化するというリカード経済が実現する．
長期においては，市場に参入する企業数が変化するた
め，輸送費用 tの変化により，相対実質賃金率，参入企
業数の双方が変化する．ここで，式 (17a),(17b)を，式
(14),(15)に代入し，両辺を wN , n, tに関して全微分すれ
ば，比較静学の基本方程式(

Ωw Ωn

Θw Θn

)(
dwN

dn

)
=

(
Ωt

Θt

)
dt (19)

と表される．上付き添え字は，当該変数，もしくはパラ
メータによる偏微分を意味する．ただし，各要素の符号は，
Ωw < 0,Θw < 0,Ωn < 0,Θn < 0,Ωt < 0,Θt > 0と評
価できる．比較静学の基本方程式は(

dwN

dt
dn
dt

)
=

( −Θn Ωn

Θw −Ωw

)(
Ωt

Θt

)
(20)

と表される．これより，輸送費用 tの変化が内生変数 wN ,

nに及ぼす長期的な効果は
dwN

dt
< 0,

dn

dt
> 0 (21)

と表すことができる．すなわち，長期において，社会資本
整備による輸送費用の減少により，N 国における相対的賃
金率は増加する．
式 (18a)(18b)(18c)(18d)及び式 (21)より，両国にお
ける国際分業パターンの変化は，
dmS(w

N , t)

dt
=

∂mS(w
N , t)

∂wN

dwN

dt
+

∂mS(w
N , t)

∂t
< 0 (22a)

dmN (wN , t)

dt
=

∂mN (wN , t)

∂wN

dwN

dt
+

∂mN (wN , t)

∂t
>< 0　　 (22b)

と評価できる．すなわち，式 (22b)により，輸送費用が減
少することにより，S国のアセンブリ企業にアウトソーシ
ングする多国籍企業が増加し，S国にアセンブリ拠点を集
積させる多国籍企業が増加する．N 国の中間財企業にアウ
トソーシングする企業が増加するか否かに関しては一意的
に決定できない．すなわち，条件 (18c)より，N 国にお
ける相対賃金率が増加するため，S国の中間財企業にアウ
トソーシング生産拠点を分散配置する企業が増加する．一
方で，条件 (18d)より，輸送費用の減少は直接的にはN

国のアセンブリ企業にアウトソーシングを集中させる企業
を増加させる効果を持つ．したがって，N 国に生産拠点を
集中させる企業が増加するか否かに関しては，これら 2つ
の項の相対的な大小関係によって決定されることになる．
一方，輸送費用の減少により，2国における産業内貿易が
容易になり，差別財消費市場に参入する企業数が減少する．
最後に，輸送費用の減少が，両国の家計の厚生に及ぼす
影響を分析する．輸送費用の減少が 2国における差別財の
価格指数に及ぼす短期的・長期的影響は

dPS

dt

∣∣
m > 0 dPS

dt > 0
dPN

dt

∣∣
m > 0 dPN

dt > 0
(23)

と評価できる ．短期においては，輸送費用の減少より，
輸入財の価格が減少する．輸送費用の変化が家計の厚生に
及ぼす短期的影響は，

dVS

dt

∣∣∣∣
m

= −αγwS(PS)
−α−1 dPS

dt

∣∣∣∣
m

< 0 (24a)

dVN

dt

∣∣∣∣
m

= −αγwN (PN )−α−1 dPN

dt

∣∣∣∣
m

< 0(24b)

と評価できる．すなわち，輸送費用の低下により，輸入財
の価格が低下するため家計の厚生は増加する．
さらに，長期においては，立地パターンが変化するため，
式 (21)の結果を代入して，以下のように整理できる．
dVS

dt
= −αγwS(PS)

−α−1 dPS

dt
+γ(PS)

−α dwS

dt
<0 (25a)

dVN

dt
= −αγwN (PN )−α−1 dPN

dt
+γ(PN )−α dwN

dt
<0(25b)

以上より，長期においても輸送費用の減少により両国の家
計厚生は増加する．以上の比較静学の知見を以下の命題 2

としてとりまとめる．

命題 2　輸送費用の減少による短期的，長期的効果は以下
のように整理できる．
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1)　短期においては，輸送費用の減少により，両国の実質
賃金率は増加し，ともに家計厚生は上昇する．
2)　長期においても，輸送費用の減少により，両国の実質
賃金率は増加し，家計厚生は増加する．S国の貿易企業数
は増加するが，N 国の貿易企業数に関しては一意的に決定
できない．しかし，世界全体のメニュー数 nは減少する．

以上の命題 2が示すように，国際的社会基盤の整備による
輸送費用の減少は，N,S 国双方の家計厚生の増加をもた
らす．特に，S国のアセンブリ企業に対するアウトソーシ
ングが増加し，S国における実質賃金率が増加する．これ
に対して，輸送費用の減少が多国籍企業のN 国に立地す
るアセンブリ企業に対するアウトソーシング行動にもたら
す影響に関しては，必ずしも明瞭ではない．N 国における
実質賃金率の増加は，主として S国の実質賃金率の増加に
より S 国向けの輸出量が増加したことによる部分が大き
い．さらに，輸送費用の減少により S国からの輸入財の価
格低下が伴い，N 国の家計厚生は増加する．

(2) 政策的含意

命題 2の分析結果に対して，N 国を日本，S国を中国と
読み替えれば，いくつかの政策的示唆を得ることができる．
本研究の分析結果に基づけば，輸送費用の継続的な改善に
より，日本の多国籍企業が生産コストをより低減するため
に，中国の部品生産企業にアウトソーシングする事例が増
加することになる．しかしながら，輸送費用の減少により，
製造業が国内回帰するかどうかに関しては，必ずしも自明
ではない．その中で，日本における知識労働者の雇用が増
加することが期待される．日本に生産拠点をおく企業数の
動向は，輸送費用の減少が日本における生産の比較優位性
に及ぼす影響と，日本国内における名目賃金率に及ぼす影
響という 2つの拮抗する変化の相対的な大小関係によって
決定されることになる．本研究の分析枠組みの範囲に限定
すれば，輸送費用の改善により，日本と中国の間の名目賃
金率の格差が減少することにより，日本が比較優位性を持
つハイテク部品の生産が一部国内回帰することになる．

輸送費用の減少は，中国の中間財企業に生産をアウト
ソーシングする部品の価格を低下させる．そのために，部
品およびアセンブリされた最終財の輸入国における消費量
の増加をもたらす．さらに，輸出量の増加と消費価格の減
少による実質賃金率の増加を通じて家計厚生の増加をもた
らす．それと同時に，世界経済におけるメニュー数が減少
する．すなわち，輸送費用の継続的減少は，既存メニュー
財の大量消費化とメニュー数の少数化を招くこととなり，
それと同時に中国の生産拠点化が一層進展する結果となる．
しかし，消費の多様化の減少という傾向は，両国の家計厚
生にとって望ましいことではない．日本の実質賃金率の増
加を，中国向け輸出量の増加により達成するという方法に
は限界がある．むしろ，R&D投資の効率化により，新規
メニュー企業の市場参入を促進させることが重要である．
R&D投資効果に関しては，本稿の域を越えているが，

R&D投資を通じて消費財メニュー数が増加し，両国の経
済厚生が改善することになる．
なお，本論文では伝統的な 2国モデルの枠組みの中で，
先進国と開発途上国一般の間における貿易構造を分析した
ものである．具体的な経済圏を対象とする場合，貿易構造
は多国間における生産性の相対的関係に依存するため，命
題 1に示した国際分業パターンはケース分けを含んだ複雑
な内容となることを断っておく．

4. おわりに
本研究では，東アジア地域における生産工程の国際分業・
アウトソーシング生産行動に関して，中間財の異質性，多国
籍企業の生産性の異質性，国家間の生産性の異質性および
各国の労働賃金大きな差異が存在する経済地域を考慮した
2国貿易モデルを定式化した．国際社会資本の整備による
輸送費用の減少が，多国籍企業によるアウトソーシング拠
点の選択パターン，中間財および差別財の国際貿易構造に
及ぼす影響を分析した．空港・港湾等の社会資本整備によ
り国際輸送費用が減少すれば，家計厚生は増加するものの，
世界全体のメニュー数が減少することを示した．その上で，
輸送費用の減少が，中国の部品生産企業にアウトソーシング
する企業の増加をもたらす一方，日本と中国の間の名目賃
金率の格差が減少することにより，日本が比較優位性を持
つハイテク部品の生産が一部国内回帰する可能性を示した．
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